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議案第１９号 

   世田谷区住民基本台帳ネットワークシステムのセキュリティ対策に関する条例

の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和６年２月２０日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 住民基本台帳法等の改正に伴い、用語の定義を変更し、規定の整備を図る

必要があるので、本案を提出する。 
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   世田谷区住民基本台帳ネットワークシステムのセキュリティ対策に関する条例

の一部を改正する条例 

世田谷区住民基本台帳ネットワークシステムのセキュリティ対策に関する条例（平

成１４年１２月世田谷区条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「区民の本人確認情報」を「区民等の本人確認情報、附票本人確認情報」 

に改める。 

第２条第１号中「本人確認情報」の次に「及び附票本人確認情報」を加え、「第３ 

０条の２第１項」を「第１９条の３」に改め、「提供」の次に「（市町村にあっては

、記録及び保存）」を加え、同条第２号中「行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情

報の提供等に関する省令（平成２６年総務省令第８５号。以下「番号省令」という。

）第３５条第１項第２号及び第７号」を「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情報

の提供等に関する命令（平成２６年総務省令第８５号。以下「番号命令」という。）

第２３条の２第２号及び番号法第１６条の２第２項」に改め、同条第３号中「本人確

認情報」の次に「及び附票本人確認情報」を加え、「及び転出確定通知」を「並びに

転出確定通知」に改め、同条第４号中「本人確認情報」の次に「及び附票本人確認情

報」を加え、「及び市町村長」を「並びに市町村長」に改め、同条第５号中「第３０

条の９」を「第３０条の７第４項」に改め、「もの」の次に「及び機構保存附票本人

確認情報（住民基本台帳法第３０条の４２第４項に規定する機構保存附票本人確認情

報をいう。）」を加え、同条第９号中「区民」を「区民等」に改め、「者）」の次に

「及び区の戸籍の附票に記載されている者（戸籍の附票の消除を行った場合は、当該

戸籍の附票に記載されていた者）」を加え、同条第１０号中「で、同法第７条に掲げ

る氏名、出生の年月日、男女の別、住所、個人番号及び住民票コード並びに住民票の 

記載等に関する事項（住民基本台帳法施行令第３０条の５各号に規定する事項をいう 

。）」を削り、同条第１２号中「第３０条の９」の次に「及び第３０条の４４」を加 

え、「第３０条の１０第１項に規定する通知都道府県」を「第３０条の１０第１項及 

び第３０条の４４の３第１項に規定する通知都道府県及び附票通知都道府県」に、「 

第３０条の１１第１項に規定する通知都道府県」を「第３０条の１１第１項及び第３ 

０条の４４の４第１項に規定する通知都道府県及び附票通知都道府県」に、「第３０ 
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条の１２第１項に規定する通知都道府県」を「第３０条の１２第１項及び第３０条の 

４４の５第１項に規定する通知都道府県及び附票通知都道府県」に改め、同号を同条 

第１３号とし、同条中第１１号を第１２号とし、第１０号の次に次の１号を加える。 

 ⑾ 附票本人確認情報 住民基本台帳法第３０条の４１第１項に規定する附票本人 

確認情報をいう。 

 第３条第２項中「番号省令」を「番号命令」に改める。 

附 則 

 この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並

びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）附則第１条第１

０号の政令で定める日から施行する。ただし、第２条第１号の改正規定（「第３０条

の２第１項」を「第１９条の３」に改める部分に限る。）、同条第２号の改正規定及

び第３条第２項の改正規定は、公布の日から施行する。 


